
生活保護　一律の「扶養照会」はやめ
るべき
　　コロナ禍の影響で全国で生活保護の受
給者が増えている。鯖江市はどうか。保護
に先立ち、親族等に対して援助の可否を問
う「扶養照会」を行うが、これが生保申請の
ネックになっている。国会で菅総理は「生保
は国民の権利」、厚労大臣は「扶養照会は義
務ではない」と答弁している。個人の尊厳を
守る上からも、一律の扶養照会は改めるべ
き。

　 　令和2年度の新規開始は7世帯。病気な
どが主要因で、コロナ禍によるものはな
かった。扶養照会の件は国も検討中で、今
後、国県の指導の下実施していきたい。

社会福祉協議会　鯖江市が民主的運
営へ指導を
　　昨年、一昨年の評議員会の役員選考を
巡って、元評議員が訴え、2度の裁判があっ
た。一審、控訴審とも社協の定款に抵触す
るとして原告の主張を概ね認め、社協側が
敗訴した。社協の健全化と民主的運営のた
め市が指導監督をすべき。

　 　市が指導監督を行う。裁判では相談が
あった。今年の評議員会の運営は適正にな
された。

○丹南CATVと鯖江市との関係について

まちづくりへの取組について
　　コロナ禍でのまちづくり活動について
の考えと、活動時のガイドラインの内容、
および子供たちの教育への影響は。

　 市長 　当たり前にまちづくり活動に参加
する鯖江の人たち、そして市民力が鯖江の
魅力であり鯖江の宝となっている。

　　ガイドラインでは、すべてのイベント
等で参加者、主催者に問診票の記載等の対
応をお願いしている。全国の感染状況等を
注視しながら、ガイドラインやマニュアル
の改定を行っていく。

　 教育長 　地区のイベントや事業への子供

たちの参加は控えたが、自分自身が社会を
構成する一員という自覚、そしてふるさと
鯖江の発展を志向できる子供を育成するた
めには、児童・生徒のまちづくり活動への参
画は欠かせないと考えている。
　教育大綱に基づくふるさと教育の推進に
ついては、子供たちが暮らす地域の歴史や
伝統文化、産業等を理解し、ふるさと鯖江
に自信と誇りをもって育ってほしいという
願いを理念に掲げて取り組んできたが、学
校行事や地域活動を制限せざるを得ない１
年だった。令和３年度は、感染対策を万全
にして、ふるさと教育を進めていきたい。

資産債務改革の状況について
　　無駄を省くことが財政健全化の基本。
市の保有に係る未利用資産の処分など、今
後の見通しと方針は。

　 　昨年9月に市公共施設等総合管理計画を
一部見直し、実施方針の項目の中に低・未利
用資産活用の実施方針を追記、他目的への
転用または普通財産化して民間への貸付あ
るいは売却による歳入確保を検討している。
今後も所管部署と協議し、対応する。

　　市による借地について、無駄な借地は
ないのか。借地関係には、一定の基準や条
件を設ける必要があるのでは。

　 　現状不要な土地の借り上げはないとの
認識だが、今後の借地契約はもとより現在
の借地も、真に必要かどうか、また、目的
が達成され、使命が終えているものはない
か、十分な精査が必要と考える。

　　特に総山墓園はアウトソーシングすべ
き事業と考えるが、どうか。

　 　将来的には、直営にこだわることなく、
管理運営の手法を検討したい。
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そのほかの質問

総山墓園管理の再考を


